
平成２９年度第２回男女共同参画審議会資料に対する質問書内容及び回答　　

Ｎｏ． 質問内容 回答

1

P2　（２）プランの期間の説明について
　～随時、施策などの見直しを行うこととします。
とあります。例えば、第３次安城市男女共同参画プラ
ンの途中で第8次安城市総合計画に入り、女性活躍推
進法は平成27年に策定されている。このような場合
に、随時見直しをしてきたのでしょうか？

　第３次プラン中にご意見にあるような、状況変化はあり
ましたが、見直しはしていません。見直しについては、緊
急度や費用対効果等を勘案し、他市の状況を踏まえ内部で
検証した結果、修正を加えることはしませんでした。

2
P4　プランの位置づけの関連イメージについて
　イメージではなく、関連としていないのは、なぜで
しょうか？

関連図と修正します。

3

P4　プランの位置づけの図について
　愛知県配偶者からの「暴力防止及び被害者支援基本
計画」は、横にある「あいち男女共同参画プラン
2020」へ向けての矢印が向けられていないように思い
ますが、いかがでしょうか？

　愛知県では、「あいち男女共同参画プラン2020」の中に
ＤＶについての記載はせず、別に「配偶者からの暴力防止
及び被害者支援基本計画」を策定しているため、矢印はつ
いていません。

4

P.9　グラフ（■安城市の保育所入所児童数の推移グ
ラフ）について
　内、核家族，母子家庭，父子家庭の割合はいくつで
しょうか？
　合計特殊出生率の減少と共に子供は減少しているに
も関わらず保育所入所児童数が増加傾向にあるという
ことはすなわち、家庭環境で説明できないでしょう
か？

　核家族は把握していません。
　母子・父子家庭については、手当てを受けている世帯は
把握していますが、お知りになりたい割合については試算
できません。
　保育所入所児童数の増加は、保育園の入所規定が変更に
なり、以前は入所できなかった求職中の方も申し込めるよ
うになったことと、安城市は第3子以降の子どもは保育
料・主食代が無料となるため、入所希望が増えていると考
えられます。

5

P.9　グラフ（■介護している人の性別）について
　内、働いている人の割合は男性女性それぞれいくら
でしょうか？
また、その働いている人の内、正規雇用と非正規雇用
の割合はそれぞれいくらでしょうか？

主に介護している人（回答者）の就業状況は、
(男性）無職：66.1％
　　　 パートタイムで働いている人：14.6％
     　フルタイムで働いている人：13.1％
       不明6.1％
(女性）無職：53.6％
       パートタイムで働いている人：22.2％
       フルタイムで働いている人：20.3％
       不明3.9％
※正規・非正規の別は質問していないため不明です。

6

P.10　グラフ（■安城市役所の管理職に占める女性の
割合の推移）について
　安城市役所で働く女性は全体の何％で，またその女
性の中で何％が管理職なのでしょうか？
　また，男性は全体の何％で，そのうち管理職は何％
でしょうか？
　上記２つの男性女性の管理職比を比較すると，一致
しますか？

平成２９年度４月１日現在で、
・女性職員の割合：49.5％
・男性職員の割合：50.5％
・管理職に占める女性の割合：12.7％
・　　　　　〃　男性の割合：87.3％
職員の割合と管理職の割合は一致していません。

7

P.12　③女性の就業や管理職・役職への登用について
　昇進に前向きな回答があわせて女性で84.4％，男性
で89.9％とありますが、
回答者の年齢を働き盛りの20～30歳代に絞ると何％に
なりますか？

　この質問は高校生限定で調査したものですので、ご質問
の２０～３０歳代の回答はありません。
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8

P.13　⑤DVについて
　健全な交際について学んでいる最中の高校生の結果
に意図的にフォーカスしている理由は何ですか？
　12行ある内の5行が高校生の結果についてですが，
他にデータから読み取れる一般解はなかったのでしょ
うか？
　精神的に成熟しない内は反動形成をする傾向が強い
です。本質的なDVなのか、それとも反動形成の一種な
のか。切り分けることが難しい世代について分析する
ことは、本アンケート内容では極めて難しいように感
じますがいかがでしょうか？

　今回、ＤＶについての内容は、市民と高校生にだけお聞
きしました。高校生へのアンケート調査を実施できました
ので、今後の若年層へのＤＶ対策に生かしていきたいた
め、高校生にフォーカスしました。

　また、反動形成であってもＤＶ行動であると考えるた
め、反動形成の視点は考慮していません。

9

P.13　⑥市民・企業・地域の役割について
　書かれていることはアンケートを取らなくてもわか
ることです。
　この内容を実現するために、誰が何をいつまでにど
うするのでしょうか？

　当たり前だと考えられていることが、アンケート結果か
らも改めて把握することができました。
　市民の家事・育児分担のためには、男性は家事・育児ス
キルの習得に関する支援を、町内会では地域組織等におけ
る男女共同参画の促進といった取組を、企業では職場環境
改善の取り組みを取り入れていくこと等あらためて認識す
ることができました。実現時期については、プランの期間
で取り組んでいきます。

10
P.13　【企業ヒアリング結果まとめ】について
　女性社員は増加傾向とのことですが、C社について
記載がありません。なぜですか？

　ヒアリング結果については、すべての企業・団体につい
て記載するのではなく、特徴的な内容について記載してい
ます。
（Ｃ社はすでに女性が4割を超えています。）

11

P.14　【企業ヒアリング結果まとめ】について
　　"管理職に求められる能力や働き方が従来から変
わらない中で、家事・育児を行う社員が管理職に就く
ことの困難さがあるようです"
と記載がありますが、その中でどう仕事をしていくか
が重要なのではないですか？
　A/B/C社は、それぞれどのような考え方でそのよう
な立場の人も仕事が続けられる環境を整備していると
話していましたか？
　その点が最も重要な点だと考えます。

　1点目については、ご指摘の通りだと考えています。
　また、環境の整備については、Ａ社では女性を対象とし
た「キャリア開発研修」を実施しています。
　Ｂ社、Ｃ社では、これから環境整備をして、女性管理職
の登用をすすめていきたいとのお話を伺えました。

12

P.14　【企業ヒアリング結果まとめ】について
　ワークライフバランスについて、A社とC社について
の記載がないのはなぜですか？
　また，結論が「課題とはなっていない状況です」と
ありますが、"潜在的な課題があるにも関わらずそれ
が顕在化しない限り放置する"という場合、現在の課
題となっていない状況が最も問題ではないですか？

　Ｂ社（製造業）で、特に長時間労働の是正などの課題が
みられたためです。
　ワーク・ライフ・バランスについてＡ社では、若手会議
や女性会議を開催し、仕事と生活のバランスがとれるよう
に制度の見直しにつなげるなどをしていました。
　Ｃ社については、下の「女性の働き方も柔軟な体制を
とっている」部分に記載しました。
介護については、いずれの企業ともまだ該当となる人が少
ないため、認知度は低い状況でした。だたし、Ａ社は、介
護セミナーなどを開催しています。

13

P.14　【企業ヒアリング結果まとめ】について
　中小企業では"より自由に、柔軟に働ける環境と
なっています"とありますが、具体的にどのような環
境でしょうか？
　また、その環境づくりは大企業では不可能なので
しょうか？

　Ｃ社では、女性の勤務時間を1時間短くしたり、営業エ
リアを自宅近辺に限定などの取組を行っています。従業員
の少ない企業では、状況にあわせてルールや制度を改正し
やすいという強みがあると考えられます。

14

P15.　【団体ヒアリング結果まとめ】について
　至極当然のことが記載されているかと思いますが、
結局のところ課題はなにで、誰が何をいつまでにどう
するのでしょうか？

　アンケートなども含めて21ページの重点項目で集約し、
特に解決すべきと考えられる事項の記載、重点取組へとつ
なげる構成としています。
　課題としては、①女性の役員登用　②退職後の男性の活
躍　③様々な少数者を含んだ多様な方への意識と考えてい
ます。これはプランの中で取り組んでいきます。
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15

P.16　基本施策I-1　男女共同参画に関する啓発促進
の表におけるD評価の3項目について
　　2016年度の実績値が2011年度よりも下がっている
ため、2017年度の目標値は見直すべきです。
   また、そもそも2016年度の目標値はいくつで、そ
の目標値は妥当だったのでしょうか？
　すべての項目について、2016年度の目標値と、何を
根拠にその目標値を設定したのか説明ください。

16

P.16　基本施策I-1　男女共同参画に関する啓発促進
の表におけるA評価の3項目について
　　2016年度の実績値にも関わらず2017年度の目標値
を超えているため、目標値の見直しが必要です。
　　または，これ以上目標を上げる必要がない場合
は、2017年度の項目から外すべきです．。

17

P.18　【評価結果のまとめ】について
　　"26ある指標のうち、A判定となったものは18指標
と、全体の約7割を占めました"とありますが、そもそ
もこのABC判定は2017年度の目標値に対する2016年度
の実績値のはずです．。
　　2016年度の目標値に対する2016年度の実績値で議
論しなければならないはずですが、この評価方法でよ
い理由を説明ください。

18

P.18　【評価結果のまとめ】について
　"特に様々な分野で～"とありますが，これはなにを
指していますか？
　何かを指しているなら具体的に記すのがレポートで
すので、"～や～などの様々な分野で"ならば理解でき
ますが。

「特に様々な分野」を「家庭生活の場や社会通念・慣
習・しきたりなど」に修正します。

19

P.21　重点II　働き方の改革も踏まえた男性の家庭参
画の促進について
　重要なのは男女共同参画社会の実現です。表現は適
切ですか？
　本表現はつまり、男性の家庭参画が促進すれば男女
共同参画社会が実現する、と捉えられますが、そう取
られても問題ないと言い切れますか？

　男女共同参画実現のためには男性中心型労働慣行等の変
革が必要であり、アンケートなどからも男性は家事・育
児・介護等への参画が十分でない状況であると言えます。
そこで、男性が家庭参画することが男女共同参画社会への
第一歩ととらえ、適切な表現と考えます。

20

P.22　プラン体系表について
　表の一番右の欄の"女性活躍"は、上部に"※"で説明
がありますが、パッと見たときに誤解を与えます。
（男性活躍はなぜ不要なの？など）表現方法を変更す
べきと考えます。

　内閣府より、どの取組が「女性活躍推進法」による施策
が表記するようにとの通達があるため、一覧表に表記しな
ければなりません。そこで、誤解を与えないように「女性
活躍」を「活躍法」に変更します。また、体裁を整える
ため、「重点」を「重点項目」、「ＤＶ」を「ＤＶ法」
に修正します。

21

P22　プランの体系での区分について
区分の仕方が理解しにくいように思います。
　各取組の中で、重点項目をあげていると思われます
が、ⅠとⅡにおいては複数の項目が重なり合って実行
されるものもあるように感じられます（また、経年変
化の中で幅広く取り扱うこともできる）。重点項目の
視点とDVや女性活躍だけ区分している点についてどの
ように分けるのかを伺いたい。

　いくつか重複するものもあると思いますが、一番重要度
の高いものを記載させていただきました。
　「重点項目」の区分は、重点項目と各取組との関係性を
明確にするために設定しています。
　また、ＤＶ法、活躍法の区分については、本プランが２
つの根拠法に基づき策定していることから、各計画の施策
がどこに該当するのかを明示する必要があるため、区分を
設けています。

　指標の数値は、最終年度(2017年度)目標値のみを設定
し、各年度ごとの目標値は設けていないことから、2016年
の目標値は設定していません。2017年度の目標値の見直し
は、すでに次期プランの策定にとりかかっている中で、費
用対効果を考え見直しは考えていません。
　また、評価結果の判定は、2016年度の実績を踏まえ３次
プランがどれだけ達成できたか判断し、次期プラン策定に
検証結果を反映するため、１年前倒しで途中評価しまし
た。３次プランの最終評価は、2018年度に評価します。
（アンケート調査を除く）
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22

P.25　男女平等意識の促進　成果指標について
　①，②共に目標値はどこから見積もったものです
か？
　設定目標値の妥当性を説明してください。

　目標値は、過去の市民アンケートの結果等から設定しま
した。ご指摘をいただき再考し、目標値の一部を修正しま
した。
算定方法：Ｈ16とＨ28アンケート数値の上昇率をを算出
し、Ｈ28の実績値にＨ35までの６年間の上昇数値を加え設
定。（ただし、Ｈ28の数値がＨ16よりも下回っている場合
はＨ16の数値、国などに目標値があるものはその数値）

①社会通念・慣習・しきたりなどにおいて男女平等である
と答える市民の割合
女性：Ｈ16(5.5％)、Ｈ28(9.4％)上昇率0.325
0.325×6＝1.95　9.4+1.95＝11.35％
男性：Ｈ16(19.5％)、Ｈ28(21.9％)上昇率0.2
0.2×6＝1.2　21.9+12＝23.1％
②「男は仕事、女は家庭」という考え方に賛成・どちらか
といえば賛成の市民の割合
女性：Ｈ16(18.0％)、Ｈ28(26.3％)のため、18.0％
男性：Ｈ16(36.3％)、Ｈ28(33.9％)上昇率0.2
0.2×6＝1.2　33.9+1.2＝32.7％

23

P.26～P.49　表の「指標」について
　該当ページのすべての「指標」について、この指標
の妥当性を説明ください。
　該当ページのすべての「取組」について、この取組
の効果見積を説明ください。
　本指標を基に本取組を実施することで、目標値の達
成が可能なのか、それともかなりチャレンジングな目
標設定なのか、レベル感が知りたいです。

この指標は、取組に対する代表的な活動の数値を担当課と
調整の上、妥当であると判断したものを記載しました。
また、｢取組｣の効果見積及びチャレンジ的な目標について
は、別添資料３に記載しました。

24
P26　情報発信について
　情報発信の情報誌とは何を指しているのか伺いた
い。

　「安城市男女共同参画情報誌」及び中学生へ配布する
「みんなでつくる男女共同参画」を想定しています。

25

P33～P34　女性活躍について
　安城市特定事業主行動計画が幅広い包括的な内容に
なっているため、その行動計画とどのように並行して
女性活躍を男女共同参画の切口で推し進めていくのか
が、よくみえてこないように思います。企業などは一
般事業主行動計画があるし、国の女性活躍推進法との
関りがもう少し明確になるように説明してほしい。

　特定事業主行動計画は、次世代育成支援対策推進法と女
性活躍推進法の両法律に基づく計画であり、育休の取得率
や女性管理職の登用割合等の目標を達成することで、ワー
ク・ライフ・バランスの促進につながると考えます。した
がって、市役所が率先して取り組むことで他企業の模範と
なり、男女共同参画をすすめることができると考えていま
す。

26

P35～P36　No,27　職場環境を考える講座などの内容
について
　具体的にどのような講座を展開されるのかわかる範
囲で伺いたい。

　市民対象に働き方について考える講座を想定していま
す。
　企業の人事担当者や労働者等を対象の講座は、商工課及
び商工会議所等での開催への働きかけをしていきます。

27
P35～P36　No,29　⑦同様にライフプランニング支援
について
　この講座内容を伺いたい。

　平成２８年、２９年に子育て中またはライフプランを模
索中の女性対象に「Ｒe・スタート講座」で、キャリアや
ワーク・ライフ・バランス、キャリアプランなどについて
考える講座を実施しました。この講座の内容を改良するな
どの内容を想定しています。


